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2002年12月公表

●年●月●日
債権譲渡に関する確認書

株式会社●●（以下「借主」という。）及び株式会社●●銀行（以下「貸主」という。）は、本件借入（以下に定義する。）に関し以下の通り合意します。

「本件借入」
	【例】

●年●月●日付け金銭消費貸借約定書に基づき借主が貸主から借り入れた●円の借入。

●年●月●日付け極度貸付契約書に基づき借主が貸主から借入れたすべての借入。

●年●月●日付けの借主と貸主との間の銀行取引約定書の適用を受ける借主が貸主より借り入れたすべての借入。


第１条　（譲渡先の限定）

本件借入にかかる貸付債権（利息債権も含む。以下「本件債権」と総称する。）は、当然に譲渡が許されるものでありますが、その譲渡先は、以下の要件を満たす場合に限られることを特に合意します。

本件債権の譲渡を受ける者が[譲受人の業種]であること。

第２条　（情報開示）

(1)
本件債権の債権者が本件債権の全部又は一部を譲渡しようとする場合で、譲渡対象となる債権（以下「譲渡対象債権」という。）の譲り受けを検討する者（以下「譲受検討者」という。）に譲渡対象債権の内容を特定するために必要な秘密情報（以下「契約情報」という。）を開示するときは、本件債権の債権者が借主の承諾を得ることは必要ありませんが、その情報について譲受検討者に本件債権の債権者が相当と考える守秘義務及び目的外不使用義務を負わせることとします。

(2) 本件債権の債権者が本件債権の全部又は一部を譲渡しようとする場合で、譲受検討者に譲渡対象債権あるいはその債務者等の信用に関する情報その他の情報であって契約情報以外の秘密情報（以下「信用情報」という。）を開示するときは、本件債権の債権者は、借主の承諾を得るものとし、かつ、その情報について譲受検討者に本件債権の債権者が相当と考える守秘義務及び目的外不使用義務を負わせることとします。

第３条　（期限前弁済）

本件債権の全部又は一部につき借主が期限前弁済をしようとする場合には、その債権者の同意を要するものとします。

第４条　（全額の支払い）
本件債権に関して生ずる支払は、相殺や公租公課の支払その他を理由とする減額をすることなく、全額債権者に支払うものとします。［ただし、法律で借主が減額することを義務付けられた公租公課を減額する場合を除きます。］

第５条　（本件債権を譲り受けた者について）

本件債権を譲り受けた者で第１条の譲渡先の要件を満たすものは、この確認書に特に

定める本件債権の債権者についての義務を負うことを条件に、この確認書に特に定める利益を享受することができます。
本確認書締結の証として、本書２通を作成し、借主・貸主が記名捺印の上、各々が各１通保有するものとします。

●年●月●日

借主：

貸主：
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